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(百万円未満切捨て)
１．2025年３月期の連結業績（2024年４月１日～2025年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 184,683 14.9 13,432 12.2 13,516 7.6 12,097 38.8

2024年３月期 160,709 9.6 11,967 46.4 12,566 38.8 8,715 59.1
(注) 包括利益 2025年３月期 13,224百万円( 8.1％) 2024年３月期 12,229百万円( 91.9％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年３月期 318.91 ― 10.8 7.8 7.3

2024年３月期 229.77 ― 8.3 8.5 7.4
(参考) 持分法投資損益 2025年３月期 ―百万円 2024年３月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 183,897 116,507 62.6 3,035.00

2024年３月期 161,742 108,696 67.1 2,860.19
(参考) 自己資本 2025年３月期 115,135百万円 2024年３月期 108,488百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2025年３月期 18,637 △12,450 974 33,132

2024年３月期 12,321 △14,429 6,929 25,411

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年３月期 ― 72.00 ― 158.00 230.00 8,747 100.1 8.3

2025年３月期 ― 64.00 ― 96.00 160.00 6,085 50.2 5.4

2026年３月期(予想) ― 62.00 ― 62.00 124.00 50.0

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 87,000 6.1 3,600 △11.4 3,600 △18.8 2,400 △54.0 63.27

通 期 192,000 4.0 13,600 1.2 13,600 0.6 9,400 △22.3 247.80



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 ２社 (社名)
テンパール工業株式会社,
ベトナムテンパール工業有限責任会社

、除外 ―社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期 40,458,000株 2024年３月期 40,458,000株

② 期末自己株式数 2025年３月期 2,522,112株 2024年３月期 2,527,613株

③ 期中平均株式数 2025年３月期 37,934,316株 2024年３月期 37,930,675株

(注)当連結会計年度より減価償却方法の変更を行っており、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別するこ
とが困難な場合」に該当しています。詳細は、添付資料17ページ「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財
務諸表に関する注記事項（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）」をご覧ください。

(参考) 個別業績の概要
１．2025年３月期の個別業績（2024年４月１日～2025年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 90,043 7.3 8,949 12.0 9,762 12.7 7,005 13.7

2024年３月期 83,911 10.8 7,992 48.9 8,660 △25.1 6,162 △38.2

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期 184.67 ―

2024年３月期 162.46 ―

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 138,762 94,096 67.8 2,480.41

2024年３月期 130,941 95,760 73.1 2,524.64

(参考) 自己資本 2025年３月期 94,096百万円 2024年３月期 95,760百万円

２．2026年３月期の個別業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 41,500 1.4 2,100 △30.6 5,900 34.5 5,200 66.4 137.08

通 期 93,000 3.3 9,000 0.6 12,800 31.1 10,200 45.6 268.89

(注) 当社は「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しており、株主資本において自己株式として計上されている「株式給
付信託（ＢＢＴ）」に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、期末発
行済株式総数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料４ページ「１.経営成績等
の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、一部に足踏みが残るものの、各種政策効果もあり景気は緩やかに回復し

ました。一方、物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等を通じて個人消費に及ぼす影響や、通商政策などアメ

リカの政策動向による影響のほか、金融資本市場の変動等の影響に引き続き注視が必要な状況にあります。

当業界におきましては、設備投資や機械受注には持ち直しの動きがみられる一方、新設住宅着工戸数はおおむね

横ばいとなるとともに、民間非居住建築物棟数は弱含んでいます。また、原材料価格は高止まりを続け、工事現場

の人手不足が深刻化するなど、依然として先行きに懸念が残る事業環境となりました。

このような情勢下にあって当社グループは、当期よりスタートした「2026中期経営計画」に基づき、事業拡大へ

の挑戦、積極的な成長投資、盤石な事業・経営基盤の構築を推し進めるべく、各種施策に取り組みました。

当連結会計年度においては、新たにグループ化した子会社の連結効果や価格改定の効果、案件価格の改善効果に

より、電気・情報インフラ関連 製造・工事・サービス事業の売上が増加したほか、企業におけるＩＴ投資意欲の

高まりを背景に電気・情報インフラ関連 流通事業の売上が増加しました。一方、産業機器市場等の需要減少がみ

られたことから、電子部品関連 製造事業の売上は減少しました。

以上の結果、売上高は184,683百万円と前期比14.9％の増収、営業利益は13,432百万円と同12.2％の増益、経常

利益は13,516百万円と同7.6％の増益となりました。また、子会社株式の取得に伴う特別利益を計上したことから、

親会社株主に帰属する当期純利益は12,097百万円と同38.8％の増益となりました。

セグメント別の経営成績は次のとおりです。

① 電気・情報インフラ関連 製造・工事・サービス事業

(イ) 配電盤部門

配電盤部門につきましては、子会社化したテンパール工業㈱の連結効果により売上が増加したほか、案件価

格の改善効果による高圧受電設備の売上が増加した結果、売上高は68,681百万円と同22.1％の増収となりまし

た。

(ロ) キャビネット部門

キャビネット部門につきましては、価格改定効果のほか、ＷＥＢを活用した設計・受注システムの利用拡大

により穴加工キャビネットの売上が増加した結果、売上高は23,340百万円と同6.7％の増収となりました。

(ハ) 遮断器・開閉器・パーツ・その他部門

遮断器・開閉器・パーツ・その他部門につきましては、子会社化したテンパール工業㈱の連結効果により売

上が増加したほか、需要の高まりを受けブレーカーの売上が増加した結果、売上高は16,901百万円と同31.0％

の増収となりました。

(ニ) 工事・サービス部門

工事・サービス部門につきましては、高圧受電設備に関連した電気工事や病院におけるネットワーク工事案

件の売上が増加したほか、子会社化したＥＭソリューションズ㈱の連結効果により売上が増加した結果、売上

高は5,307百万円と同29.6％の増収となりました。

以上の結果、電気・情報インフラ関連 製造・工事・サービス事業の売上高は114,230百万円と同20.1％の増

収、セグメント利益（営業利益）は10,253百万円と同11.8％の増益となりました。
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② 電気・情報インフラ関連 流通事業

電気・情報インフラ関連 流通事業につきましては、半導体工場建設関連の案件獲得や企業におけるＩＴ投資

意欲の高まりに伴いネットワーク部材の売上が増加した結果、売上高は56,046百万円と同9.9％の増収、セグメ

ント利益（営業利益）は2,089百万円と同9.3％の増益となりました。

③ 電子部品関連 製造事業

電子部品関連 製造事業につきましては、エアコン関連市場の需要に持ち直しがみられた一方、海外自動車市

場や産業機器市場等の需要減少がみられたことから、売上高は14,406百万円と同1.3％の減収となりました。一

方、前期にのれんに係る償却が完了したことなどから、セグメント利益（営業利益）は959百万円と同9.9％の

増益となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて17.6％増加し、106,841百万円となりました。これは現金及び預金の増

加7,552百万円、売上債権の増加2,784百万円や棚卸資産の増加6,260百万円などによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて8.7％増加し、77,056百万円となりました。これは主に有形固定資産の

増加4,934百万円などによるものです。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて13.7％増加し、183,897百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて18.2％増加し、39,920百万円となりました。これは主に仕入債務の増加

3,468百万円や１年内返済予定の長期借入金の増加2,163百万円などによるものです。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて42.6％増加し、27,470百万円となりました。これは主に長期借入金の増

加7,789百万円などによるものです。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて27.0％増加し、67,390百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、剰余金の配当8,443百万円などによる減少がある一方、親会社株主に帰属する当期純利益の計上

12,097百万円やその他の包括利益累計額の増加1,168百万円などにより、前連結会計年度末に比べて7.2％増加し、

116,507百万円となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ7,720百万

円増加の33,132百万円となりました。

なお、当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローは18,637百万円（前連結会計年度12,321百万円）

となりました。これは、税金等調整前当期純利益15,743百万円の計上に対し、法人税等の支払額4,898百万円や負

ののれんの発生益2,395百万円などによる資金の減少があった一方で、減価償却費の計上6,512百万円や未払消費税

等の増加額2,379百万円などによる資金の増加があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローは△12,450百万円（前連結会計年度△14,429百万

円）となりました。これは、固定資産の売却による収入487百万円などによる資金の増加があった一方で、固定資

産の取得による支出9,117百万円などによる資金の減少があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・フローは974百万円（前連結会計年度6,929百万円）とな

りました。これは、配当金の支払額8,439百万円などによる資金の減少があった一方で、長期借入れによる収入

12,000百万円による資金の増加があったことによるものです。
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（４）今後の見通し

当社グループの経営環境

① 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標

＜経営指標推移＞

2025年３月期
実績

2026年３月期
見通し

2026中期経営計画
目標

連結売上高 1,846億円 1,920億円 2,000億円

連結営業利益 134億円 136億円 150億円

ＲОＥ 10.8％ ― 9.0％以上

「2026中期経営計画」の初年度である当連結会計年度は、企業の強い設備投資のほか、価格改定などの利益率改

善に向けた様々な施策効果もあり、連結売上高1,846億円、連結営業利益134億円となりました。また、営業利益の

増加や子会社株式の取得に伴う特別利益の計上により、ＲＯＥは10.8％となりました。

② 中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題

当社グループは長期経営構想のもと「2026中期経営計画」を推進し、社会課題を解決することで社会的価値と

経済的価値の両立により企業価値の向上に取り組んでいます。

＜長期成長ストーリー＞
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＜2026中期経営計画＞

基本方針

「2026中期経営計画」の取り組みは以下のとおりです。

(イ) 電気・情報インフラ関連 製造・工事・サービス事業

(a) コア事業の基盤強化

配電盤、キャビネット、情報通信関連事業といったコア事業は、強い事業として盤石な基盤を構築す

るとともに、先進技術を活用し収益性を高めることを目指します。

2024年度は、瀬戸工場の稼働開始により「スマートオーダー」システムを活用した自立キャビネット

の受注が拡大しました。また、新たにグループ化したテンパール工業㈱との協業開始により、「設計・

開発・生産」における協力体制の構築を通じて、強固なビジネスモデルへの変革を目指していきます。

今後も、生産自動化やスマートファクトリーなど生産効率化の進展による収益性の強化、販売システ

ムの更なる進化と市場浸透促進、グループ会社間の連携強化による事業体制の拡大および強靭化を図り

ます。

(b) 戦略事業の推進

グローバル化、事業・技術領域の拡大を推進する戦略事業は、成長が期待できる市場への積極参入に

より規模を拡大し、将来の事業の柱を築くことを目指します。

2024年度は、グローバル化の推進において、インドやインドネシアなど海外展示会への出展や販売先

との関係性構築を進めました。事業・技術領域の拡大においては、制御盤業界の変革を目指すパートナ

ー会「制御盤ＤＸアライアンス」を設立し、製造業全体に関わる新たな価値創造に貢献する取り組みを

進めていきます。また、陸上養殖実証実験への参画を通じ、陸上養殖における効率的なエネルギーマネ

ジメントの課題解決に貢献していきます。

今後も、海外拠点の経営基盤およびマーケティング機能の強化、環境関連製品事業の基盤構築、社会

課題を見据えた新たなビジネスの創出を図ります。
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(ロ) 電気・情報インフラ関連 流通事業

電気・情報インフラ関連 流通事業では、ソリューション事業の強化およびサプライチェーンマネジメ

ントの進化により市場およびサービスの領域を広げることで、事業規模の拡大を目指します。

2024年度は、顧客別のソリューション提案の体制を準備し提案活動を開始しました。また、サプライチ

ェーンの進化に向けたデータベースの整備を実施しました。

今後も、ソリューション事業の強化では、提案商材・ターゲット商材の拡充、ビジネス領域の拡張、海

外販売拠点でのソリューションビジネス拡大を進めます。また、サプライチェーンマネジメントの進化で

は、取引先との販売プロセスのデジタル化推進、仕入先との連携強化を図ります。

(ハ) 電子部品関連 製造事業

電子部品関連 製造事業では、海外ビジネスの拡大およびソリューションの強化により、グローバルに

稼ぐ力を高め、まずは規模の拡大を目指し、長期的に収益性を高めることを目指します。

2024年度は、積極的に海外顧客でのセミナー開催を行いました。また、国内自動車関連向けのソリュー

ション強化により受注が拡大しました。

今後も、海外ビジネス拡大に向けては、日系メーカー海外現地法人との関係深化、非日系メーカーの開

拓、ＥＭＣ対策支援体制の構築を図ります。また、ソリューションの強化に向けては、高度化が進む電

動・電子化に向けたコア技術の深耕、成長市場への部材供給範囲の拡大、コア技術を活かした新機能部材

の開発を図ります。

(ニ) グループ経営基盤

事業成長を支えるグループ経営基盤の強化における主な施策は以下のとおりです。

(a) 人的資本

次代を見据え人的資本の極大化を図っていくことで、グループの持続的・永続的発展につなげます。

自立的なキャリア形成の支援やグループ会社間の人財交流を進め、キータレントの育成・獲得を行う

ことで経営人財・技術人財・グローバル人財・ＤＸ人財などの人財育成に取り組んでいます。また、人

財の多様化、エンゲージメント向上の取り組みを通じて、グループ社員として誇りと働きがいを感じな

がら働き続けられる組織風土作りにも取り組んでいます。

(b) ＤＸ

デジタル技術を最大限活用できるようになることで、ビジネスプロセスの変革やイノベーションの推

進へとつなげます。

データドリブン経営に向け、データ活用基盤の構築や効率的かつセキュアなグループＩＣＴインフラ

基盤の構築を行いました。今後も、柔軟性と拡張性を備えた安全安心なIＣＴインフラ構築を目指し、当

社グループのIＣＴインフラ基盤を盤石なものとします。また、ＤＸの教育体制を通じてＤＸ人財の確保

と育成、デジタル技術の利活用を促進していきます。

(c) 研究開発

未来社会を想見しグループの技術価値を高めることで、持続可能な社会の実現に対する貢献度を高め

ます。

必要とされる技術的知見やノウハウの取得をリスキリングによって内部創出するとともに、外部の企

業・団体・大学と技術・知識の融合を積極的に図りました。また、海外事業における知的財産権の確保、

当社グループ内での知的資本活用を最大化するなど知的財産戦略を打ち立て遂行しました。

「カーボンニュートラルの実現」「社会インフラの進化」「自動化・省人化の進展」をテーマに、新

たな技術の獲得と研究開発基盤の強化を重点施策に掲げ、グループ全体の付加価値創出力の向上を目指

します。
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当社グループはこうした施策により、地球の未来に「信頼と安心」を届ける企業グループとして、より多くのお

客様のニーズにお応えし、企業価値の向上に努めていきます。

次期の業績見通し

2026年３月期の計画につきましては、人材獲得競争の激化や、物流費用および各種部材コスト等の増加を見込

んでいますが、各事業戦略の推進や価格改定の実施等による業績拡大により、連結売上高192,000百万円（前期比

4.0％の増収）、営業利益13,600百万円（同1.2％の増益）、経常利益は13,600百万円（同0.6％の増益）、親会社

株主に帰属する当期純利益は9,400百万円（同22.3％の減益）を見込んでいます。

なお、業績見通し等は、当社グループが現時点で入手可能な情報および合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績等はさまざまな要因により、これら見通しとは大きく異なる可能性があります。

実際の業績等に影響を与え得る重要な要因には、

① 事業領域を取り巻く経済情勢

② 製品・サービスに対する需要動向

③ 他社との提携・協力関係

④ 株式市場の動向

⑤ ウクライナ情勢など地政学的リスク

⑥ 世界情勢を取り巻く貿易摩擦リスク

などがあります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。
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（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、企業価値向上を目指すための重要な経営指標（ＫＰＩ）として「ＲＯＥ」（自己資本利益率）を掲げ、

中長期的にその水準の維持向上を目指しています。

利益配分につきましては、企業価値向上に寄与する投資を推進しつつ、財務状況やＲＯＥ水準などを総合的に勘

案し、株主の皆様へ配当を実施していきます。

また、必要に応じて、自己株式の取得・消却など資本効率向上のための諸施策を実施し、株主の皆様にお応えし

ていきます。

なお、2026中期経営計画期間中は、資金を積極的に成長投資へと振り向け収益力強化を目指すとともに、自己資

本をコントロールしＲＯＥの持続的な向上を図るため、連結配当性向50％を目標に配当を実施することとしていま

す。また、ＤＯＥ（連結純資産配当率）の下限を4.0％に設定し、安定的な配当も実施することとしています。

上記の方針に基づき、2025年３月期の期末配当金につきましては１株につき96円とさせていただきます。これに

より１株当たりの年間配当金は160円（うち中間配当金64円）となる予定です。

次期における１株当たりの年間配当金は124円（うち中間配当金62円）を予定しています。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの事業は日本国内での割合が大半を占めているため、当面は日本基準を採用することとしています

が、今後の外国人株主比率の推移及び国内他社のＩＦＲＳ採用動向を踏まえつつ、ＩＦＲＳ適用の検討を進めてい

く方針です。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,475 34,027

受取手形 2,432 1,097

電子記録債権 6,625 8,576

売掛金 30,559 32,728

商品及び製品 9,526 12,058

仕掛品 3,629 5,458

原材料及び貯蔵品 9,068 10,967

その他 2,720 2,167

貸倒引当金 △210 △241

流動資産合計 90,826 106,841

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 24,699 26,042

機械装置及び運搬具（純額） 7,635 11,057

土地 17,413 19,025

リース資産（純額） 209 228

建設仮勘定 4,565 2,514

その他（純額） 1,591 2,180

有形固定資産合計 56,114 61,049

無形固定資産

のれん 583 431

その他 2,976 2,800

無形固定資産合計 3,560 3,232

投資その他の資産

投資有価証券 5,557 5,970

繰延税金資産 369 541

退職給付に係る資産 3,912 4,581

その他 1,439 1,720

貸倒引当金 △36 △39

投資その他の資産合計 11,241 12,774

固定資産合計 70,916 77,056

資産合計 161,742 183,897
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,764 -

支払手形 - 35

電子記録債務 3,625 5,314

買掛金 - 13,507

短期借入金 8 52

１年内返済予定の長期借入金 1,848 4,012

リース債務 154 137

未払法人税等 3,034 2,290

賞与引当金 3,184 3,781

関係会社整理損失引当金 64 4

建物解体費用引当金 147 637

資産除去債務 55 588

その他 9,899 9,558

流動負債合計 33,785 39,920

固定負債

長期借入金 16,221 24,010

長期未払金 36 36

リース債務 325 352

繰延税金負債 571 1,013

株式給付引当金 101 100

建物解体費用引当金 230 -

役員退職慰労引当金 - 22

退職給付に係る負債 1,538 1,728

資産除去債務 154 42

その他 80 164

固定負債合計 19,260 27,470

負債合計 53,046 67,390

純資産の部

株主資本

資本金 6,578 6,578

資本剰余金 6,986 8,802

利益剰余金 91,728 95,382

自己株式 △3,205 △3,196

株主資本合計 102,088 107,567

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,223 1,854

為替換算調整勘定 2,150 3,600

退職給付に係る調整累計額 2,025 2,112

その他の包括利益累計額合計 6,399 7,567

非支配株主持分 208 1,371

純資産合計 108,696 116,507

負債純資産合計 161,742 183,897
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上高 160,709 184,683

売上原価 117,633 135,264

売上総利益 43,075 49,419

販売費及び一般管理費 31,108 35,986

営業利益 11,967 13,432

営業外収益

受取利息 85 86

受取配当金 171 196

仕入割引 34 22

受取家賃 85 142

為替差益 198 218

受取和解金 - 100

その他 149 204

営業外収益合計 725 971

営業外費用

支払利息 63 202

支払手数料 12 0

シンジケートローン手数料 - 50

減価償却費 16 515

その他 33 119

営業外費用合計 126 887

経常利益 12,566 13,516

特別利益

固定資産売却益 5 331

関係会社清算益 64 -

投資有価証券売却益 - 7

国庫補助金受入益 - 1

負ののれん発生益 - 2,395

事業分離における移転利益 - 18

特別利益合計 69 2,754

特別損失

固定資産除売却損 39 102

減損損失 - 17

投資有価証券売却損 1 -

固定資産圧縮損 - 0

建物解体費用引当金繰入額 377 406

特別損失合計 419 527

税金等調整前当期純利益 12,217 15,743

法人税、住民税及び事業税 3,883 3,968

法人税等調整額 △366 △240

法人税等合計 3,516 3,727

当期純利益 8,700 12,015

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △15 △81

親会社株主に帰属する当期純利益 8,715 12,097
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当期純利益 8,700 12,015

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 830 △365

為替換算調整勘定 1,208 1,514

退職給付に係る調整額 1,490 59

その他の包括利益合計 3,528 1,208

包括利益 12,229 13,224

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 12,230 13,265

非支配株主に係る包括利益 △1 △41
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,578 6,986 87,919 △3,203 98,282

当期変動額

剰余金の配当 △4,906 △4,906

親会社株主に帰属す

る当期純利益
8,715 8,715

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 ―

連結子会社株式の取

得による持分の増減
―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 3,808 △2 3,806

当期末残高 6,578 6,986 91,728 △3,205 102,088

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に

係る調整

累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,393 955 535 2,884 204 101,370

当期変動額

剰余金の配当 △4,906

親会社株主に帰属す

る当期純利益
8,715

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 ―

連結子会社株式の取

得による持分の増減
―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

830 1,194 1,490 3,514 4 3,519

当期変動額合計 830 1,194 1,490 3,514 4 7,325

当期末残高 2,223 2,150 2,025 6,399 208 108,696
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,578 6,986 91,728 △3,205 102,088

当期変動額

剰余金の配当 △8,443 △8,443

親会社株主に帰属す

る当期純利益
12,097 12,097

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 11 11

連結子会社株式の取

得による持分の増減
1,815 1,815

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― 1,815 3,654 9 5,479

当期末残高 6,578 8,802 95,382 △3,196 107,567

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に

係る調整

累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 2,223 2,150 2,025 6,399 208 108,696

当期変動額

剰余金の配当 △8,443

親会社株主に帰属す

る当期純利益
12,097

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 11

連結子会社株式の取

得による持分の増減
1,815

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△368 1,450 87 1,168 1,163 2,331

当期変動額合計 △368 1,450 87 1,168 1,163 7,810

当期末残高 1,854 3,600 2,112 7,567 1,371 116,507
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 12,217 15,743

減価償却費 4,858 6,512

減損損失 - 17

のれん償却額 208 170

負ののれん発生益 - △2,395

賞与引当金の増減額（△は減少） 516 370

貸倒引当金の増減額（△は減少） 41 13

株式給付引当金の増減額（△は減少） 12 △1

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △13 △60

建物解体費用引当金の増減額（△は減少） 377 259

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △38 △316

受取利息及び受取配当金 △256 △283

支払利息 63 202

固定資産売却損益（△は益） △1 △289

固定資産除却損 36 60

投資有価証券売却損益（△は益） 1 △7

関係会社清算損益（△は益） △64 -

売上債権の増減額（△は増加） △3,324 △188

棚卸資産の増減額（△は増加） △906 △435

仕入債務の増減額（△は減少） 313 1,318

未払消費税等の増減額（△は減少） △21 2,379

その他 △424 390

小計 13,595 23,459

利息及び配当金の受取額 292 256

利息の支払額 △54 △180

法人税等の支払額 △1,512 △4,898

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,321 18,637

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △244 △0

定期預金の払戻による収入 465 195

固定資産の取得による支出 △13,914 △9,117

固定資産の売却による収入 41 487

投資有価証券の取得による支出 △64 △366

投資有価証券の売却及び償還による収入 40 15

資産除去債務の履行による支出 - △96

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△432 △3,257

子会社の清算による収入 64 -

その他 △385 △309

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,429 △12,450

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3 △361

長期借入れによる収入 12,000 12,000

長期借入金の返済による支出 △50 △2,051

配当金の支払額 △4,900 △8,439

自己株式の取得による支出 △2 △1

その他 △113 △171

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,929 974
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 492 559

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,313 7,720

現金及び現金同等物の期首残高 20,098 25,411

現金及び現金同等物の期末残高 25,411 33,132
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号

2024年３月22日）を当連結会計年度の期首から適用しています。

なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響は軽微です。

(会計上の見積りの変更と区別する事が困難な会計方針の変更)

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

当社及び主な国内子会社は、有形固定資産（一部を除く）の減価償却方法について、従来、主として定率法を採

用していましたが、当連結会計年度より定額法に変更しています。

当社グループは、2027年３月期を最終年度とする「2026中期経営計画」に基づき、積極的な成長投資により収益

力の強化を図ります。

このような環境の中で、配・分電盤やキャビネットに関連する大規模な設備投資の実行を契機として、国内の有

形固定資産の使用実態を再検討した結果、今後安定的な稼働が見込まれることから、耐用年数にわたり平均的に費

用配分する定額法が、有形固定資産の使用実態をより適切に反映できると判断しました。

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益は1,146百万円、経常利益及び税金等調整前

当期純利益は、それぞれ1,148百万円増加しています。

(会計上の見積りの変更)

当連結会計年度において、一部生産拠点の土壌汚染対策費用等に係る見積りについて、対策範囲の特定等の新たな

情報の入手に伴い、金額及び期間の変更を行いました。

その結果、当連結会計年度において518百万円を変更前の資産除去債務残高に加算し、期間を短縮しています。

なお、この変更により、当連結会計年度の営業利益は31百万円、経常利益及び税金等調整前当期純利益は518百万

円減少しています。

(企業結合等関係)

取得による企業結合

当社は、2024年１月31日付けでテンパール工業株式会社の株式の一部を取得する旨の株式譲渡契約書を締結し、

2024年４月30日付けで当該株式を取得しました。当該取得の結果、同社は当社の連結子会社となりました。

１ 企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 テンパール工業株式会社

事業の内容 配線用遮断器、漏電遮断器、住宅用分電盤の設計・開発・製造・販売

(2) 企業結合を行った主な理由

当社グループは、お客様にご満足頂ける新たな価値を提供するため、2023 中期経営計画では、「電気・

情報インフラ関連 製造・工事・サービス事業」のなかで「新規事業」「コア事業」「海外事業」という３

つの重要施策を掲げてきました。本件は、コア事業をより強化し、強固なビジネスモデルへの変革を目指す

ものです。

本株式取得により、これまで両社が培ってきた異なる技術や得意分野を最大限活用し、いち早く開発・製

品化に取り組むことで、新しい価値の提供と、より安全、安心な製品をお客様へ提供することを想定してい

ます。また、「設計・開発・生産」における協力体制の構築を通じて、相互にシナジーを発揮し、両社の持

続的な企業価値向上と共に地球の未来に「信頼と安心」を届ける企業グループを目指していきます。

(3) 企業結合日

2024年４月30日（株式取得日）

2024年４月１日（みなし取得日）
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(4) 企業結合の法的形式

当社による現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

57.13%

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためです。

２ 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

2024年４月１日から2025年３月31日

３ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 2,827百万円

取得原価 2,827

４ 発生した負ののれんの金額、発生要因

(1) 発生した負ののれんの金額

2,395百万円

(2) 発生要因

被取得企業の企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として認

識しています。

共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得

１ 取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 テンパール工業株式会社

事業の内容 配線用遮断器、漏電遮断器、住宅用分電盤の設計・開発・製造・販売

(2) 企業結合日

2024年４月30日、2024年５月10日、2024年11月15日、2024年11月25日、2025年３月17日

(3) 企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

(4) 結合後企業の名称

変更はありません。

(5) その他取引の概要に関する事項

追加取得した議決権比率は29.43％であり、当該取引により議決権比率の合計は86.56％となりました。

２ 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しています。

３ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 899百万円

取得原価 899

４ 非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

(1) 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

(2) 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

1,815百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

す。

当社グループは、当社及び各子会社の財務諸表を当社の取締役会に報告しており、これを事業セグメントの

構成単位としています。また、各セグメントの製品及びサービスの類似性等を考慮したうえでセグメントを集

約しており、当社グループは「電気・情報インフラ関連 製造・工事・サービス事業」、「電気・情報インフラ

関連 流通事業」及び「電子部品関連 製造事業」の３つを報告セグメントとしています。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「電気・情報インフラ関連 製造・工事・サービス事業」は、当社、㈱新愛知電機製作所、テンパール工業㈱

及びその子会社１社、南海電設㈱、㈱大洋電機製作所、ＥＭソリューションズ㈱、㈱ＥＣＡＤソリューション

ズ、日東工業(中国)有限公司及びその子会社１社、Gathergates Group Pte Ltd及びその子会社７社、

ELETTO(THAILAND)CO.,LTD、NITTO KOGYO BM(THAILAND)CO.,LTDが展開し、配電盤、キャビネット、遮断器・開

閉器、パーツ等の製造、販売ならびに情報通信ネットワーク、電気設備の工事等を行っています。

「電気・情報インフラ関連 流通事業」は、サンテレホン㈱及びその子会社３社が展開し、情報通信機器及び

部材の仕入、販売を行っています。

「電子部品関連 製造事業」は、北川工業㈱及びその子会社10社が展開し、電磁波環境コンポーネント、精密

エンジニアリングコンポーネント等の製造、販売を行っています。

(3) 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

「電気・情報インフラ関連 製造・工事・サービス事業」セグメントにおいて、テンパール工業㈱の株式を取得

し連結子会社としたことにより、負ののれん発生益を計上しています。当該事象による負ののれん発生益の計

上額は、当連結会計年度においては2,395百万円です。なお、負ののれん発生益は特別利益のため、セグメント

利益には含まれていません。

(4) 報告セグメントの変更等に関する事項

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び主な国内子会

社は、有形固定資産（一部を除く）の減価償却方法について、従来、主として定率法を採用していましたが、

当連結会計年度より定額法に変更しています。

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度のセグメント利益は「電気・情報インフラ関連 製

造・工事・サービス事業」において1,028百万円、「電気・情報インフラ関連 流通事業」において23百万円、

「電子部品関連 製造事業」において94百万円それぞれ増加しています。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用している会計処理の方法

と概ね同一です。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に

基づいています。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸
表計上額
（注）２電気・情報インフラ関連

製造・工事・サービス事業

電気・情報インフラ関連

流通事業

電子部品関連

製造事業
計

売上高

外部顧客への売上高 95,132 50,975 14,601 160,709 ― 160,709

セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,036 323 21 5,380 △5,380 ―

計 100,168 51,298 14,622 166,090 △5,380 160,709

セグメント利益 9,166 1,912 872 11,951 15 11,967

セグメント資産 112,556 27,907 22,194 162,658 △915 161,742

その他の項目

減価償却費 3,843 188 826 4,858 ― 4,858

減損損失 ― ― ― ― ― ―

のれんの償却額 ― 91 116 208 ― 208

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

16,366 103 690 17,159 ― 17,159

(注) １ 調整額は以下のとおりです。
(1)セグメント利益の調整額15百万円はセグメント間取引消去です。
(2)セグメント資産の調整額△915百万円はセグメント間取引消去です。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸
表計上額
（注）２電気・情報インフラ関連

製造・工事・サービス事業

電気・情報インフラ関連

流通事業

電子部品関連

製造事業
計

売上高

外部顧客への売上高 114,230 56,046 14,406 184,683 ― 184,683

セグメント間の内部
売上高又は振替高

4,518 341 41 4,901 △4,901 ―

計 118,749 56,388 14,447 189,585 △4,901 184,683

セグメント利益 10,253 2,089 959 13,301 131 13,432

セグメント資産 131,968 29,251 23,201 184,421 △523 183,897

その他の項目

減価償却費 5,589 183 738 6,512 ― 6,512

減損損失 17 ― ― 17 ― 17

のれんの償却額 74 95 ― 170 ― 170

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

5,739 99 450 6,289 ― 6,289

(注) １ 調整額は以下のとおりです。
(1)セグメント利益の調整額131百万円はセグメント間取引消去です。
(2)セグメント資産の調整額△523百万円はセグメント間取引消去です。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり純資産額 2,860円19銭 １株当たり純資産額 3,035円00銭

１株当たり当期純利益 229円77銭 １株当たり当期純利益 318円91銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２ 当社は「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しており、株主資本において自己株式として計上されている「株式

給付信託（ＢＢＴ）」に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、

期末発行済株式総数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

当連結会計年度における１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末発行済株式総数は

96,700 株であり、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は98,590株で

す。

３ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益 8,715百万円 12,097百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益
8,715百万円 12,097百万円

普通株式の期中平均株式数 37,930千株 37,934千株

４ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

純資産の部の合計額 108,696百万円 116,507百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 208百万円 1,371百万円

(うち非支配株主持分) (208百万円) (1,371百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 108,488百万円 115,135百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数
37,930千株 37,935千株

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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４．補足情報

販売の状況

（単位：百万円）

年 度
前連結会計年度 当連結会計年度

比 較 増 減(自 2023年４月１日

至 2024年３月31日)

(自 2024年４月１日

至 2025年３月31日)

セグメント別 金 額 構成比(%) 金 額 構成比(%) 金 額 増減率(%)

電気・情報インフラ関連
製造・工事・サービス事業

（配電盤） 56,260 35.0 68,681 37.2 12,421 22.1

（キャビネット） 21,873 13.6 23,340 12.6 1,467 6.7

（遮断器・開閉器・
パーツ・その他） 12,903 8.0 16,901 9.2 3,998 31.0

（工事・サービス） 4,095 2.6 5,307 2.9 1,211 29.6

小計 95,132 59.2 114,230 61.9 19,098 20.1

電気・情報インフラ関連
流通事業 50,975 31.7 56,046 30.3 5,070 9.9

電子部品関連
製造事業 14,601 9.1 14,406 7.8 △194 △1.3

合計 160,709 100.0 184,683 100.0 23,973 14.9
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 1. 業績推移（連結・個別）

 (単位:百万円)

(予想) 増減率(%) (実績) 増減率(%) (実績) 増減率(%) (実績) 増減率(%) (実績) 増減率(%)

連結 192,000 4.0 184,683 14.9 160,709 9.6 146,698 10.5 132,735 △ 3.7

個別 93,000 3.3 90,043 7.3 83,911 10.8 75,700 7.6 70,327 △ 3.0

連結 13,600 1.2 13,432 12.2 11,967 46.4 8,172 △ 5.4 8,637 △ 30.0

個別 9,000 0.6 8,949 12.0 7,992 48.9 5,366 0.7 5,330 △ 38.5

連結 13,600 0.6 13,516 7.6 12,566 38.8 9,056 △ 3.8 9,412 △ 25.7

個別 12,800 31.1 9,762 12.7 8,660 △ 25.1 11,566 61.8 7,148 △ 27.6

連結 9,400 △ 22.3 12,097 38.8 8,715 59.1 5,479 △ 17.1 6,607 △ 25.1

個別 10,200 45.6 7,005 13.7 6,162 △ 38.2 9,977 85.1 5,389 △ 25.8

 2. 販売の状況（連結）

 (単位:百万円)

2026年3月期（予想） 2025年3月期（実績）

第2四半期 増減率(%)   通  期  増減率(%) 第2四半期 増減率(%)   通  期  増減率(%)

売上高 構成比(%) 売上高 構成比(%) 売上高 構成比(%) 売上高 構成比(%)

4.2 1.6 21.7 22.1

31,400 36.1 69,800 36.4 30,133 36.7 68,681 37.2

1.5 3.7 7.8 6.7

11,200 12.9 24,200 12.6 11,030 13.5 23,340 12.6

3.8 4.1 30.1 31.0

8,400 9.6 17,600 9.2 8,089 9.9 16,901 9.2

27.6 39.4 14.6 29.6

2,600 3.0 7,400 3.8 2,038 2.5 5,307 2.9

4.5 4.2 19.3 20.1

53,600 61.6 119,000 62.0 51,291 62.6 114,230 61.9

10.0 3.5 3.7 9.9

26,000 29.9 58,000 30.2 23,634 28.8 56,046 30.3

4.9 4.1 △ 4.2 △ 1.3

7,400 8.5 15,000 7.8 7,057 8.6 14,406 7.8

6.1 4.0 12.1 14.9

87,000 100.0 192,000 100.0 81,983 100.0 184,683 100.0

 3. 設備投資及び減価償却費（連結）

    (単位:百万円)

860 1,476

3,450 3,373

690 382

710 656

1,110 594

合          計 6,820 6,481

減 価 償 却 費 6,190 6,342

建  物  関  係

機  械  設  備

金  型  関  係

ソ フ ト ウ ェ ア

そ    の    他

　合    計

設備投資内容
2026年3月期 2025年3月期

（ 計 画 ） （ 実 績 ）

　電子部品関連 製造事業

　電気・情報インフラ関連
　製造・工事・サービス事業

  （配    電    盤）

セ グ メ ン ト 別

 （キ ャ ビ ネ ッ ト）

 （遮断器・開閉器・パーツ・その他）

 （工事・サービス）

 　小    計

　電気・情報インフラ関連 流通事業

2022年3月期

 売    上    高

 営  業  利  益

 経  常  利  益

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

損 益 計 算 書 区 分
2026年3月期 2025年3月期 2024年3月期 2023年3月期


